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• 昨年度フォローアップWGにおける進捗評価

– 主なコメント・指摘事項
①今後の生産量の見通しを教えてほしい。また、原単位の見通しも教えてほしい。

②エネルギー原単位で示せない理由があるのであれば教えてほしい。

③導体サイズの最適化による利用時のCO２削減に貢献する目的で、

規格化に取り組んでおり、今後IECの規格化も取り組まれるということで、

大いに期待したい。

－ 指摘を踏まえた今年度の改善・検討結果等
①今後コロナ禍による生活様式や社会経済活動が変容したり、

通信量が増大する可能性もあるので、生産量が増える可能性がある。

原単位については、各個社で省エネ活動を推進しており、

経済性を確保しながら原単位を下げてけるよう、活動していきたい。

②メタル電線と光ファイバでは製造品種が大きく違うので、難しい。

メタル電線での原単位、光ファイバでの原単位は示している。

③JIS C 62125「電力用及び制御用ケーブルの環境配慮に関する指針 」として、

2022年5月に発行した。

０．昨年度審議会での評価・指摘事項

1



１．電線製造業の概要

１．主な事業

・メタル(銅・アルミ)電線・ケーブルの製造・販売

・光ファイバケーブルの製造・販売

※参考資料1参照

２．業界の規模と自主行動計画参加状況

自主行動計画参加企業の業界全体に対するカバー率：出荷額ベースで75％

(1)令和2暦年経済産業省工業統計（産業別統計表従業者4名以上の事業所）より

(2)令和4年4月1日の日本電線工業会の会員数

(3)令和2暦年日本電線工業会のメタル（銅・アルミ）電線及び光ファイバケーブル出荷額

３．業界の現状

国内の電力、情報通信インフラ設備の充実化にともない需要は横ばい。
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業界全体の規模 業界団体の規模 自主行動計画参加規模

企業数 354事業所(1)
当会加盟
企業数

118社 (2)
計画参加
企業数

115社 (2)

市場規模 出荷額 (1)
16,675億円

当会企業 出荷額 (3)
11,836億円

参加企業 出荷額 (3)
10,730億円(75％)



１．電線製造業の概要

CVケーブル（トリプレックスタイプ）

CVトリプレックスケーブルの構造

４-1 代表的なメタル電線と製造工程

3



１．電線製造業の概要

４-2 代表的な光ファイバケーブルと製造工程 プリフォーム

スロット型光ファイバケーブル
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２．電線業界の「カーボンニュートラル行動計画」フェーズⅡ

2021年度の実績値

― メタル(銅・アルミ)電線 生産活動量

98.0万ｔ （基準年度比 ▲9.7％、2020年度比+2.1％）

― 光ファイバケーブル 生産活動量

4,384.8万kmc（基準年度比＋17％、2020年度比+7.8％）

―ＣＯ２排出量

メタル（銅・アルミ）電線及び光ファイバーケーブル合算 67.1万ｔーCO２

（基準年度比▲30.1％、2020年度比+1.8％）

―ＣＯ２原単位

メタル（銅・アルミ）電線 0.57t-CO₂/ｔ

（基準年度比 ▲24.2％、2020年度比 ▲0.4％）

光ファイバケーブル 0.0026t-CO₂/kmc

（基準年度比 ▲34.0％、2020年度比 ▲5.3％）

―2013年度比のＣＯ２排出量

削減率（銅・アルミ）電線及び光ファイバーケーブル合算 ▲31.5％
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２．電線業界の「カーボンニュートラル行動計画」フェーズⅡ

６

メタル（銅・アルミ）の2021年度生産活動量は2020年度比2.1％増加、エネルギー消費量は2020年度比
2.8％増となった。エネルギー原単位は、2013年度比5.7％減、2020年度比0.7％増となった。

光ファイバケーブルの生産活動量は2020年度と比べると7.8％増、エネルギー消費量は3.2％増、エネルギー原
単位は2013年度比15.8％減、2020年度比4.3％減となった。

メタル（銅・アルミ）電線と光ファイバケーブルの製造に係るエネルギー消費量(原油換算kl)合算値は、36.4万
klになり、2013年度比12.8％減、2020年度比2.9％増となった。



２．電線業界の「カーボンニュートラル行動計画」フェーズⅡ

メタル(銅・アルミ)電線と光ファイバケーブル合算値 エネルギー消費量の推移
― エネルギー消費量(原油換算kl)：36.4万kl （基準年度比 ▲12.8％、2020年度比+2.9％）

― 進捗率：2030年目標：80.7％

・メタル（銅・アルミ）電線は、2020年度に対し生産設備の高効率化推進効果等により
エネルギー消費原単位：0.7％増、消費量：0.8万kl増（生産量2.1％増）

・光ファイバはエネルギー消費量：2020年度比0.2万kl増（生産量7.8％増）
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２．電線業界の「カーボンニュートラル行動計画」フェーズⅡ

エネルギー消費量・原単位の推移

・メタル（銅・アルミ）電線の生産活動量は、緩やかな回復基調にあり、エネルギー消費量 2021年度 30.1万kl、
2013年度比14.8％減、2020年度比2.8％増加し、エネルギー原単位は、2013年度比5.7%削減した。

・光ファイバケーブルは、エネルギー消費量 2021年度6.3万kl、2013年度比1.5％減、2020年度比3.2％増。
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メタル（銅・アルミ）電線と光ファイバケーブル合算値 CO₂排出量の推移

２．電線業界の「カーボンニュートラル行動計画」フェーズⅡ

・メタル（銅・アルミ）電線と光ファイバケーブル合算値のCO₂排出量は、2021年度67.1万t-CO₂
2013年度比30.1％減、2020年度比1.8％増加した。
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２．電線業界の「カーボンニュートラル行動計画」フェーズⅡ

CO₂排出量・原単位の推移
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＜ＣＯ２原単位＞
メタル（銅・アルミ）電線 0.57t-CO₂/ｔで2013年度比 24.2％減、2020年度比 0.4％減、
光ファイバケーブル 0.0026t-CO₂/kmcで2013年度比 34.0％減、2020年度比 5.3％減少した。

メタル（銅・アルミ）電線 光ファイバケーブル



２．電線業界の「カーボンニュートラル行動計画」フェーズⅡ

○目標指標：ＣＯ₂排出量
メタル（銅・アルミ）電線と光ファイバケーブル製造に係るＣＯ₂排出量合算値

－2013年度（96.1万t-CO₂）比で37.4％削減し、2030年に60.2万t-CO₂とする。

○目標策定の背景
・2030年度のメタル(銅･アルミ)電線については、2020年度以降の生産活動量は増加すると予測している。
また、光ファイバケーブルの生産活動量についても、2020年度以降も増加すると予測している。

○前提条件
生産工場におけるメタル電線と光ファイバケーブルの製造工程。

○目標水準設定の理由とその妥当性等
・電線業界では、2020年度の項目に記載したとおり、既に省エネ対策を最大限進めてきており、
1997年度から2020年度までに熱の効率的利用、高効率設備導入、電力設備の効率的運用などに
投資、大きな削減項目は既に対策済みである。

・電線という中間製品では社会全体のエネルギーの仕組みを変革するような取り組みは難しいが、
今後も省エネへの地道な取り組みを継続し、現状から推定されるエネルギー消費量を最大限削減する計画とした。

・コロナ禍で、生活様式や社会経済活動が変容しており、通信量の増大や電力ケーブルの需要増大が
見込まれる中、生産活動への影響や2030年度の生産活動量の再検討が必要と考えている。

・こうした背景や状況を踏まえつつ、PDCAサイクルの中で、現目標の妥当性や目標の再設定について不断の検討
をしていく。 11



３．ＢＡＴ、ベストプラクティスの導入推進状況
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対策項目 削減見込み量 対策項目の削減見込み量の算定根拠

高効率設備導入 251,031t-CO2 4,637百万円投資（2022年度以降計）

対策項目 削減見込み量 対策項目の削減見込み量の算定根拠

熱の効率的利用 4,810t-CO2 683百万円投資（2022年以降計）

電力設備の効率的運用 215,220t- CO2 3,760百万円投資（2022年以降計）

対策項目 削減見込み量 対策項目の削減見込み量の算定根拠

生産性向上
エネルギーの見える化
照明、誘導灯、外灯のLED化

383,209t-CO2 6,914百万円投資（2022年度以降計）

＜設備関連＞

＜運用関連＞

＜その他＞



４．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献

• 導体サイズ最適化 ※参考資料2 効果と適用事例参照

電力用電線・ケーブルの導体サイズを最適化（アップ）することで通電時の電力ロスを低減しCO₂

排出量2％削減できる。またピークカット効果も2％減少できることから発電所の負荷が軽減される。

イニシャルコストは増加するものの、ライフサイクルコスト面から有効であることを広く需要家に周知する

ために関係法規への反映検討を進め、計算ソフトの拡充、需要家・ユーザー向けのPR活動を行う。

• データセンターの光配線化
光ファイバ回線を使用することでCO₂排出量削減。

• エネルギー・マネージメント・システム
再生可能エネルギーを含む多様な分散電源を効率的、最適に運用できるシステム開発。

• 超電導き電ケーブル
在来式鉄道への実用化により電力消費削減。

• 洋上風力発電用の集電・送電ケーブル及びそのシステム
再生可能エネルギー電源比率向上に資する洋上風力発電事業に貢献。

• 車両電動化・軽量化
自動車の電動化・軽量化に伴う電動系材料(巻線・ワイヤーハーネス)の開発・供給。

• 超電導リニア
超電導磁気浮上式リニアモーターカー中央新幹線計画(東京－名古屋)電源線供給。
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５．海外での削減貢献

• 導体サイズ最適化

送電ロスの低減が図れる導体サイズ最適化を推進するため、国際規格化の活動を進め、

規格内容やその効果について英文パンフレット作成するなど国際的に貢献。

＜国際規格化（IEC規格）のスケジュール＞

2016年5月 NP（新業務項目提案）承認

2017年11月 CD（委員会原案）発行

2018年7月 CC （各国コメント集）発行

2018年9月 CDV（投票用委員会原案）発行

2019年内の規格化目標に対し２０１９年９月１６日 ＩＥＣ ６２１２５発行

• データセンターの光配線化

光ファイバ回線を使用することで、CO₂排出量削減。

• 超電導リニア

超電導磁気浮上式リニアモーターカーの中央新幹線計画の推進と米国北東回廊

(ワシントン―ニューヨーク間)プロジェクトへのプロモーション活動の推進、電源線供給。

• 車両電動化・軽量ワイヤーハーネス

自動車の電動化・軽量化に伴う、電動系材料(巻線・ワイヤーハーネス)の開発、供給。
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６．革新的な技術開発・導入
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• 高温超電導ケーブル

送電ロス低減と大容量送電を可能にする高温超電導ケーブルの早期本格的産業利用に向けて

の開発。

＜開発・導入のロードマップ＞

技術・サービス 2020～2050 2050

高温超電導ケーブル 実証実験、実用化

• 超軽量カーボンナノチューブ

超軽量カーボンナノチューブ(CNT)は、超軽量、髙強度、金属的な導電性という優れた特性を

持ち、超軽量電線など応用製品の早期実用化を目指している。

（超先端材料超高速開発基盤技術プロジェクト：NEDO）

軽量 比重は銅の１／５

強度 鋼鉄の２０倍

電流密度 銅の１０００倍

＜開発・導入のロードマップ＞



７．その他取組（１）
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• 本社オフィスにおける取組

業界で削減目標を設定していないが、自主行動計画参加企業の多数が、昼休みのなど職員不在エリアの

消灯、照明のLED、パソコン・複合機の省電力モード、省エネ機種への変更、退社時のパソコンの電源停止、

空調温度管理、利用以外の消灯対策として廊下やトイレの人感センサーを導入、ク－ルビズ、ウォームビズ

などに取り組み省エネルギー対策を積極的に導入し継続している。

• 運輸部門における取組

各社とも自社に輸送部門を保有しない中、荷主としてモーダルシフトを初め物流効率化に鋭意取り組んで

きている。業界としての目標策定は行わないが、削減努力は継続する。

［取組事例］
・自社開発の２段積みパレット利用による積載率向上。

・鉄道貨物（コンテナ）輸送および内航船利用の促進。

・輸送ルート変更による輸送距離短縮。

・大型トラック2台分の荷量を1度に輸送可能な21ｍフルトレーラーの導入。

・災害不通によるモーダルシフト率低下回避を念頭に鉄道事業者との緊密な連携。

・梱包材・木製ドラムの再利用推進。



７．その他取組（２）

• 情報発信の取組業界団体

当会での環境活動を会員各社に展開するため、活動成果、会員各社の省エネ

改善事例に関する報告会を開催するとともに、環境専門委員会WEBページにも、

その内容を公開し、業界全体で省エネ活動の効果が上がるよう努力を継続する。
※参考資料3-1、3-2参照

• 個社

企業WEBサイト・ＣＳＲ報告書において、重点分野として推進している。

・地球環境保全、地球温暖化防止

・環境マネジメント

・環境長期ビジョン2050

・環境イノベーション2050 

17



８．参考資料１

電線・光ファイバ主要用途
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８．参考資料２-１

導体サイズ最適化の効果と適用事例
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８．参考資料２-２

導体サイズ最適化の効果の発信活動 国際環境経済研究所
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８．参考資料３-１

環境専門委員会 WEBページ
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８．参考資料３-２

環境専門委員会 WEBページ
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